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 軟弱地盤中の杭の水平抵抗の増加を図るため杭周辺に複合地盤を形成する工法において, 同工法の耐震

設計法の確立に向け, 複合地盤の基底層の地盤条件が杭の耐震性能に及ぼす影響を解析的に検討した. 一連

の2次元非線形有限要素法解析の結果, 静的荷重に対すると同様に杭周辺の複合地盤の拘束効果により,  レ
ベル1およびレベル2地震動において杭頭変位量が25～30%程度低減され, 耐震性能が向上することが確認

された. また, 杭に対する複合地盤の改良深さは工学的に杭特性長1/βが基本となるが, 地震時保有水平耐

力法の適応性および地震時に効果的に杭変形を抑制することが可能な複合地盤の基底条件は, 概ね砂質土

でN値=15以上, 粘性土でN値=8～10であることが確認された． 
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１．はじめに 
 

軟弱地盤や液状化地盤に施工する杭の頭部周辺に

主に固結工法による複合地盤を形成する手法を研究

し実用化した 1), 2). 杭と地盤改良を併用する本工法

を複合地盤杭基礎工法と仮称する. 本工法では, 複

合地盤の増加したせん断強度を杭の水平抵抗に反映

させることで杭本数・下部工躯体を縮小させ, 建設

コスト縮減が可能となる.  

本工法の静的荷重に対する設計法では, 工学的な

検討に基づき, 杭周辺の複合地盤の改良範囲および

改良強度が設定される. すなわち, 杭の水平地盤反

力を複合地盤の増加したせん断強度 S から算定し, 

必要な複合地盤領域を杭特性長 1/βを指標に杭の水

平抵抗の及ぶ範囲に設定する. この設計手法の妥当

性は, 現場における実杭の静的水平載荷試験および

有限要素法による数値解析, さらに遠心力模型実験

により検証している 1) , 2).  

一方, 同工法の耐震設計法は, 地震動レベルや地盤

条件に応じた杭および複合地盤の挙動を詳細に照査

する必要があるため, 動的有限要素法などによる厳

密な解析を行うことが望ましい. ただし, 同工法の

実用化を促進するため, 現行の道路橋示方書 3), 4)に

準じた地震時保有水平耐力法の適応性を確認するこ

とが求められる. そこで本報では, 複合地盤杭基礎

工法の耐震設計法の確立に向け, 杭周辺の複合地盤

の有無および複合地盤の種々の基底条件別で地震時

保有水平耐力法および 2 次元非線形有限要素法解析

を実施し, 同工法の耐震性能の評価手法について検

討した. 
 
２．複合地盤における杭の静的設計法 
 

 まずはじめに, 既往の研究で策定した1) , 2), 静的

荷重に対する複合地盤杭基礎工法の基本的な設計法

の考え方を以下に整理して示す． 
 

(1) 杭周辺の複合地盤領域の設定法 
杭周辺の複合地盤の改良範囲は, 土の極限状態の

釣り合いを考慮することで受働破壊の領域が設定さ

れる 5）. つまり, 必要な改良範囲を杭水平抵抗の影

響領域と考えれば, 杭特性長 1/β（Characteristics 
length）から受働すべり面の勾配 θ = (45°＋φ/ 2 ) 
(φ：土のせん断抵抗角)で立ち上げた逆円錐形を含

む図-1 に示す四角形を設定することができる. これ

は, モール・クーロンの破壊基準や極限地盤反力法

（Broms 6）, Reese ら 7) ）を工学的根拠とする. その

際, この工法では複合地盤中の杭は群杭としての平

均的な水平地盤反力を確保するため, 改良率 ap は接

円の 78.5％以上を適用範囲とするのが望ましい． 
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(2) 杭水平抵抗の設計法 

杭周辺を地盤改良する複合地盤杭工法では, 複合

地盤は杭との剛性の違いやそのバラツキおよび力学

特性の差異から杭と一体の構造物ではなく, あくま

でも（複合）地盤として扱うことを前提とする.  

その結果,杭の水平抵抗は, 作用荷重に対する水

平地盤反力として扱うことで杭の諸元や地盤性状に

応じて式(1)4)で算定される. つまり, 弾性地盤反力

法では杭の水平抵抗の設計は水平地盤反力係数k に
より設定される. その結果, 式(1)より, 複合地盤に

施工する杭の水平地盤反力係数kは, 複合地盤の変形

係数Eにより算定することができる. 
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ここに, k：杭の水平地盤反力係数(kN/m3), E：複合

地盤の変形係数(kN/m2), α：水平地盤反力推定に用

いる係数, D：杭径(m), β：杭特性値(m-1 )である. 

一方, 固結工法で地盤改良を行う場合, 所要強度

の改良柱を杭周辺に打設して複合地盤を形成する. 

その際, 複合地盤のせん断強度 S は改良柱体の強度

Sp と原地盤強度 S0 を改良率 ap に従い合成した式

(2)8) , 9)で算定される. 

 

 pspp aSaSS  10     （2） 

2/upp qS  , 2/00 uqS  , AAa pp /  

 
ここに, S：複合地盤のせん断強度(kN/m2), Sp：改良

柱体のせん断強度(kN/m2), αS：破壊ひずみに対する

原地盤強度の低減率, S0：原地盤のせん断強度, ap：

地盤改良率, qup：改良柱体の一軸圧縮強度(kN/m2), 
qu0：原地盤の一軸圧縮強度(kN/m2), Ap：改良柱体断

面積(m2), A：改良柱体一本当りの分布面積(m2)であ

る. 深層混合処理工法では改良柱体の一軸圧縮強度

qup は, 一般的に設計基準強度で qup=200～500kN/m2

程度としている.  
複合地盤中の杭の水平地盤反力を適正に設定する

ためには, 地盤改良により増加した地盤のせん断強

度 S の効果を変形係数 E の増加の度合として評価す

る必要がある. 固結工法では, 改良柱体のせん断強度

Sp は式(2)に示すように改良柱体の一軸圧縮強度 qup

と Sp=qup / 2 の関係にある. また, 改良柱体の一軸圧

縮強度 qupと変形係数 Epは比例的な関係にあること

が広く知られており, 粘性土系地盤を改良した場合

に Ep =100qup
8)の関係式が提案されている.  

つまり, 複合地盤の変形係数 E はせん断強度 S の

増加と同等と扱うことができ, 複合地盤の変形係数

E は, 式(3)に示すように改良柱体の変形係数 Epと原

地盤の変形係数 E0 を改良率 ap で合成した和によっ

て算定が可能と考えられる． 
 
E = Ep・ap + αs・E 0 (1 - ap)      （3） 

 

ここに, Ep：改良柱体の変形係数(kN/m2), E0：原

地盤の変形係数(kN/m2)である. 

この手法より, 複合地盤の増加したせん断強度を

杭の水平地盤反力として反映することで, 静的荷重

に対してより大きな杭の水平抵抗が確保される.  
 ただし, 本設計法は静的荷重においては成立する

が, 地震時の杭挙動は複合地盤全体の変形モードに

支配されると考えられる. そのため, 同工法の耐震設

計法の成立に向け, 複合地盤中の杭の耐震性能すな

わち複合地盤の地震時の反力効果および複合地盤と

基底の未改良地盤の適正な境界条件について, 地震

時保有水平耐力法と2次元非線形有限要素法解析の

対比より解析的に検証した.  
 
３．耐震性能の検討モデル 
 
(1) 実現場モデルと検討ケース 

複合地盤中の杭の耐震性能の検討を実施した現場

モデルは, 実際に杭周辺に複合地盤杭基礎工法を採

用した軟弱地盤上の橋台基礎とした. 
橋台基礎の構造図および地盤条件を図-2に示す. 

橋台位置の地盤柱状は, 上層部5.0mに液状化が想定

されるゆるい砂層, 下層部約5.0mに軟弱なシルトが

介在し, 支持層を深さ12.5m以深の頁岩基盤としてい

る. 杭は場所打ち杭(杭径D=1200mm , 杭長L=13m , 
杭配列n = 3×5 = 15本)を選定している. 杭周辺には深

層混合処理工法（CDMセメントスラリー系）8) によ

る複合地盤を形成している. 複合地盤の改良範囲に

ついては前節の静的設計法に従い, 改良深さを杭特

性長1/β=7.0mとし, 改良幅は地盤のせん断抵抗角φ
=0とし受働土圧領域に相当する改良幅=7.0mとした. 
複合地盤の改良率ap=78.5％, 改良体の一軸圧縮強度

qup=300kN/m2である. この設計法による複合地盤中

の杭水平地盤反力係数kは, 未改良の原地盤に対し50 

図－1 杭周辺の地盤改良領域 
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倍程度に相当する. その結果, 複合地盤を杭周辺に施

すことで大きな水平抵抗が確保され, 当該現場では

杭列数を5列から3列に減じている. 
本報における杭の耐震性能の検討ケースは, 特に

複合地盤の基底の地盤条件が杭の地震時挙動に及ぼ

す影響を確認するために, 基底層のN 値および土質

区分（砂質土・粘性土）のパラメータを種々に変化

させ実施した. 全検討ケースを表-1に示した.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

静的解析として, 本工法における地震時保有水平

耐力法(表中は保耐)の適応性を検証するため, 2次
元静的非線形有限要素法解析(表中は有限)の成果と

対比した. この際の地震時保有水平耐力法は道路橋

示方書4)に準じた手法とした. 動的解析はレベル1地
震動およびレベル2地震動における複合地盤の反力

効果を発揮するための基底条件に着目した. また, 複
合地盤杭基礎工法の耐震性能を確認するため全ケー

スに対し複合地盤が無い自然地盤のケースでも解析

を行うこととした.  
なお, 複合地盤範囲を有限とする本工法では有限

要素法は有効な解析と判断されるが, 3 次元解析で

は多くのケース数を解析するには多大な時間を要す

るため, 適正な奥行き幅を設定することで 2 次元解

析によっても複合地盤中の杭の地震時挙動の考察が

可能と判断した 10), 11), 12). そのため, 現場モデルにお

いて自然地盤で事前に 3 次元非線形有限要素法解析

と奥行き幅を 3 種類（フーチング奥行きの 1.0 倍, 
1.5 倍, 3.0 倍）に変化させた 2 次元非線形有限要素

法解析を実施し, 3 次元解析と 2 次元解析で得られ

た杭の並進・回転応答および変形性状の相関が最も

高い奥行き幅をフーチング幅に設定した 2 次元非線

形有限要素法解析により以降の検討を実施した 13).  
 
(2)解析モデルと構成則 

2 次元非線形有限要素法解析に用いたモデルを

図-3 に示す. モデルでは橋台および杭は 8 節点平

面応力要素, 地盤は 8 節点平面ひずみ要素を用いて

モデル化し, 要素分割幅は 3 次元動的非線形有限要

素法のモデルと同等とした. また, 橋台・杭と周辺

地盤を取り囲むように, 底面および側面粘性境界要

素を配置した. これには 8 節点平面要素の自由度を

縮退した 6 節点接合(ジョイント)要素 10)を準用した. 

表-1 検討ケース 

N値

5

15

20

5

8

10

5

15

20

5

8

10

5

15

20

5

8

10

5

15

20

5

8

10

※全ケースに対して複合地盤の有リ無しの場合の検討を行う

 有限：粘8-L2

 有限：粘5-L2

 有限：粘10-L2

 有限：粘10-L1

 有限：粘8-L1

 有限：粘20-L2

土質区分

基底層

 保耐：粘8

 保耐：粘10

CASE名 解析手法

 保耐：砂5

地震時保有
水平耐力法

 有限：砂5-L2

2次元非線形
有限要素法解析
(レベル2地震動)

 有限：粘15-L1
2次元非線形

有限要素法解析
(レベル1地震動)

 有限：粘20-L1

動
的
解
析  有限：粘15-L2

 有限：砂5-L1

 有限：粘5

 有限：砂5

2次元非線形
有限要素法解析

 保耐：粘15

 保耐：粘5

砂質土

粘性土静
的
解
析

 保耐：粘20

 有限：粘20

 有限：粘8

 有限：粘10

 有限：粘15

粘性土

砂質土

粘性土

 有限：粘5-L1

砂質土

粘性土

砂質土

図－2 現場モデルの橋台基礎の構造図および地盤条件 
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また, 同様のジョイント要素を用い構造物要素モ

デルと地盤の間の接触・剥離も考慮した（図-

3(c)）. 図-3(d)は解析モデルの杭近傍を平面的に

表した模式図である. 断面内の杭と地盤の不連続性

をジョイント要素で再現するとともに, 同一座標上

に配置した異なる節点を構成節点として杭と地盤の

要素を重ね合わせた. そうすることで, 奥行き方向

の杭と地盤の不連続性を擬似的に再現した. なお, 

橋台躯体は杭要素に支持されている. 

地震動による杭や地盤の地震時挙動を精度良く推

定するため, 杭と地盤の両者に非線形性を考慮した

構成則を用いた. 杭体 RC 要素に岡村・前川ら 14) , 15)
 

による RC の履歴依存型非線形材料構成則を適用し

た. 本構成則には非直交多方向固定ひび割れモデル

や鉄筋の座屈モデルなど, 鉄筋コンクリートの強非

線形領域における適用性も検証されている. これに

より,  杭部材ではせん断変形が卓越するケースも十

分想定されるが, ひび割れ発生以降のせん断変形に

対しても評価することが可能となる. また, 周囲から

の拘束圧に基づく RC の拘束効果も表すことができ, 
本モデルのように RC 部材が地盤要素に取り囲まれ

ている場合には, 周囲からの圧力に基づく拘束効果

が考慮される. RC 要素に入力する材料特性値は, コ
ンクリートの設計圧縮強度 f 'c =24N/mm2, 引張強度

ft  = 1.914N/mm2,  鉄筋の設計降伏強度 fy  = 345N/mm2 

 
 
 
 
とした 16). フーチングや橋台部分は線形弾性体とし

てモデル化した. 
2 次元非線形有限要素法に用いた地盤物性値の単

位体積重量 ρ, 変形係数 E0 , ポアソン比 ν, せん断弾

性波速度 Vs を地盤調査や力学試験で算定した一般

値とした. 
また, 粘性境界要素は地盤物性値から, 式(4)およ

び式(5)で定めた粘性係数μより設定した. 

 

   
 

SPN V
ν

ν
Vρμ

21

12




      （4）  

 

SS Vρμ                      （5） 

 
橋台・杭－地盤間のジョイント要素は, 引張およ

びせん断剛性をゼロ（すなわち周面摩擦を無視した

ことと等価）とし, 閉合方向に対しては高い圧縮剛

性を与え地盤要素と RC 要素が重ならないように考

慮した. なお, 杭先端に位置するジョイント要素に限

り, 杭が N 値=50 の基盤に根入れされているために, 
要素の開閉方向に高い引張剛性も与え橋台の水平応

答に伴う杭の引抜けが生じないよう配慮した.  
2 次元動的非線形有限要素法解析を行う際に考慮

する減衰特性は, コンクリート標準示方書 16)
 

に基づ

き, 材料構成則における履歴減衰のみとした. モデル 

(b ) 橋 台 近 傍 拡 大 図                  ( c ) ジ ョ イ ン ト 要 素  

( a ) 2 次 元 モ デ ル 全 体 図  

( d ) 杭 要 素 と 地 盤 要 素 の 重 ね 合 わ せ 概 念 図  

B d  

A s  

A c  

A g  

N s 1  

重 ね 合 わ せ た

地 盤 要 素  

杭 要 素

地 盤 要 素  地 盤 要 素  

ジ ョ イ ン ト 要 素  ジ ョ イ ン ト 要 素

地
盤
の
奥

行
き
（

要
素
厚

）

ジ ョ イ ン ト 要 素 を 介 し て 不 連 続

地 盤 の 連 続 性 が 保 た れ る 異 な る 節 点 （ 不 連 続 ）  

粘 性 境 界 要 素  

0  

5 . 0  （ ｍ ）  

5 . 0  

0  
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底面・側面に配置した粘性境界要素の逸散減衰を除

き, その他の粘性減衰は考慮しない. これは, 杭－地

盤系の減衰性状を定量的に評価して解析条件に設定

することが困難であることから, 安全側の応答値を

得るよう配慮したためである． 

本検討は全応力で解析し地盤要素の偏差応力－

偏差ひずみ関係に Ohsaki モデル 17)
 

の履歴則を適用

した. せん断弾性係数 G0 およびせん断強度 Su は, 地
盤柱状と標準貫入試験結果から以下の式(6), 式(7)を
用いて設定した 17). 

 
G0 = 11.76 N 0.8                  （6） 

 
Su   = G0 / 1100       （砂質土） 

 = G0 / 600         （粘性土）    （7） 
 
ここに, N：標準貫入試験から得られる N 値である. 
なお，体積変形成分については線形弾性とし繰返し

せん断変形に起因するダイレイタンシーは考慮され

ていない. また，変動する拘束圧縮力の変動幅は小

さいものとし, 拘束圧変動に伴うせん断強度の変化

は考慮しない. 
境界条件はモデル最下端の節点を全て拘束とし, 

粘性境界要素外側の自由地盤要素の節点を水平ロー

ラー（鉛直方向自由度を拘束）とした. 本解析では, 
各要素に相応の単位体積質量を与えるがモデル全体

の鉛直方向の重力加速度を無視し, 橋台自重および

桁反力は集中荷重として別途取り扱う. 事前に橋台

のみの自重解析を行い, 得られた杭軸力の初期分担

を節点荷重に変換して杭頭部に作用させた. また, 桁
反力は支承位置節点に集中荷重として作用させ, 同
じ質量を有する薄い要素を支承位置に貼り付けた. 

2 次元動的非線形有限要素法解析における地震波

はモデル最底面に基盤波形（2E 波）を橋軸方向に

入力した. ここでは, 土木学会コンクリート標準示方

書耐震性能照査編 16) における地震動波形を適用し

た. 本地震波は既往の観測記録の加速度応答スペク

トルに基づき, 距離減衰式を用いて断層直上のスペ

クトルに変換し, かつ断層の破壊過程を考慮して設

定した位相特性の加速度時刻歴波形である. したが

って, 多様な地震特性を内在する波形であることか

ら, 解析効率も勘案しこの 1 波のみに限定して解析

を行うこととした.  ただし, 地震動の強さによる影

響も検討するため, レベル 1 地震動およびレベル 2
地震動波形を使用した. レベル 1 とレベル 2 地震動

の原波を図-4 に示す. 動的解析に際し, 波形の主要

動部分（12 秒間）を取り出して, Newmark のβ法

（β=0.36）による直接積分を行った. 時間刻みは

0.01 秒である. 
 
４．解析結果 
 
(1) 地震時保有水平耐力法の適応条件 

自然地盤において地震時保有水平耐力法と2次元

静的非線形有限要素法解析で得られた杭の水平変位

δと水平荷重Pの関係を基底層の地盤条件別に整理

し, 図-5に示した. ここで，水平荷重は上部工・下部

工および背面土の慣性力と地震時土圧の総計であり，

杭基礎の水平変位は上部工慣性力作用位置での値で

ある. また，図中には地震時保有水平耐力法におけ

る基礎降伏時と応答塑性率3の点を記入している. 応
答塑性率は，道路橋示方書における橋台基礎の許容

塑性率3に対応するものである3).  
図によれば，地震時保有水平耐力法による結果は，

土質区分やN値などのパラメータによる差異は比較

的小さく，いずれの条件でも概ね同等な関係にある. 
これに対して，2次元静的非線形有限要素法解析の

結果は，パラメータによる差が明確に現れている. 
また，地震時保有水平耐力法の荷重Ｐが2次元静的

非線形有限要素法解析の荷重の50％程度下方に位置

しており，同一の水平変位に対する水平荷重は，地

震時保有水平耐力法が2次元静的非線形有限要素法

成果の50％程度となっている. すなわち，地震時保

有水平耐力法による解析は，2次元静的非線形有限

要素法解析よりも大きく安全側の結果を与えており，

本モデルの場合は地震時保有水平耐力法で橋台基礎

を耐震設計をすることで静的有限要素法の場合より

も安全結果となった.  
図-6には，杭周辺に複合地盤が存在する複合地盤

杭の解析で得られた杭基礎の水平変位と水平荷重の

関係を示した. その他の条件は, 図-5と同様である. 
地震時保有水平耐力法による結果は，パラメータに

よる差異がほとんど見受けられず，いずれの条件で

もほぼ同一の曲線となった. このことは，地震時保

有水平耐力法解析では，杭の水平変位に支配的な深

度方向の領域が複合地盤の領域内に収まるため，そ

の基底土層の地盤条件に影響されないためと推察さ

れる.  
これに反して2次元静的非線形有限要素法解析は，

自然地盤に比べて複合地盤の場合の方が，パラメー 

-1000

0

1000

0 20 40 60 80
時刻 (sec)

加
速

度
（

g
al

）

最大値：136.9gal

-1000

0

1000

0 10 20 30
時刻 (sec)

加
速

度
（

g
a
l
） 最大値：749.6gal

図－4  入力地震動の時刻歴加速度波形 
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タによる差が大きくなっている. つまり，複合地盤

内では自然地盤の杭挙動と異なり，複合地盤の基底

の地盤条件により解析結果に大きな差異が生じ，か

つ地震時保有水平耐力法の解析ではこの差異が評価

されない可能性があることを示唆している. したが

って, 複合地盤杭基礎の耐震設計法は, 工法の特殊

性に配慮した手法を適用することが必要と考えられ

る. 図-6によれば，2次元静的非線形有限要素法解

析のうち砂質土のN=5，粘性土のN=5では明らかに

地震時保有水平耐力法の結果を下回る曲線が発現し

ている. よって，この地盤条件においては，地震時

保有水平耐力法による耐震性の構造解析を適用する

ことは好ましくない. また，他のパラメータでは，

基礎降伏時までの変位において，地震時保有水平耐

力法結果をやや下回っているがほぼ同様の曲線とな

っており，基礎降伏の以降は地震時保有水平耐力法

の値を上回る結果となっている. すなわち, 本工法に

おいて複合地盤の基底地盤が概ね砂質土でN=15以
上，粘性土でN=8以上が, 道路橋における地震時保

有水平耐力法の適応条件と考えられる. 

 

 
 
(2) 2次元動的非線形有限要素法解析による耐震性 

複合地盤が無い状態の自然地盤と杭周辺に複合地

盤がある状態のケースで, レベル1地震動における2
次元動的非線形有限要素法解析で得られた杭基礎の

挙動をそれぞれ図-7，図-8に示した. 水平変位は上

部工慣性力作用位置で杭の変位で, 正が前面側，負

が背面側への値を表す.  

図-7によれば，自然地盤における杭基礎の水平変

位が正側で2.7～3.2cm，負側で-2.6～-3.7cmと20～
40％の変動が発生している. この変動は基底土層の

N値と相関があり，N値が小さいほど変位量が大き

くなっている. 図-8は複合地盤における杭の水平変

位で，正側1.9～2.2cm，負側-1.9～-2.9cmである. 変
動の範囲は20～50％で自然地盤とほぼ同様で，基底

土層のN値との相関も同様である. また, 両図の対比

から複合地盤があるケースで自然地盤に対し杭の水

平変位が総じて70％程度に大きく減少している. こ
れは静的荷重に対すると同様に, 複合地盤の反力効

果で杭の耐震性が向上したためと考えられる.  
図-9，図-10には, 同様に2次元動的非線形有限要

素法解析で得られたレベル2 地震動における杭の挙

図-5 荷重-変位関係(自然地盤)
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図-6 荷重-変位関係(複合地盤)
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図-7 自然地盤内の杭の動的挙動 (レベル 1 地震時) 
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図-8 複合地盤内の杭の動的挙動 (レベル 1 地震時) 
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動を示す. 図-9より，レベル2地震動において自然地

盤での杭の水平変位が正側で17～21cm，負側で-16
～-21cmと20～30％の差が発生していることが分か

る. また, 図-10は複合地盤における杭の水平変位の

状態を示しており，正側13～18cm，負側 -14～ -
19cmとその変動範囲は40％程度である. これらの現

象はレベル1地震動の場合と同様であり，また基底

土層のN値との相関性も概ね同様である. また，複

合地盤内の杭の拘束効果はレベル1地震動に比べて

減少量がやや小さいが, 杭基礎の変位が自然地盤の

75～85％程度に減少していることが分かる18).  
 
(3) 耐震効果の基底条件 

杭周辺に複合地盤を形成する複合地盤杭基礎工法

の自然地盤に対する耐震性能の向上効果を確認する

ため，図-11および図-12に, 自然地盤における杭基

礎の最大水平変位と複合地盤における杭基礎の最大

水平変位の比率を基底土層のN値の関係で整理した. 

図-11はレベル1地震動, 図-12はレベル2地震動にお

ける砂質土と粘性土に区分した関係である. 

 図-11によれば，基底土層の地盤条件による複合 
地盤の耐震効果の差異はなく，水平変位の比率がほ

ぼ70％で一定になっていることが分かる. そのため，

同工法では, レベル1地震動において複合地盤基底

土層の地盤条件に関係なく，一定に耐震性が向上す

るものと推察される. 

 
ただし, 図-12では基底土層の地盤条件により複

合地盤の耐震効果に違いが発生しており，ほぼ砂質

土N=15，粘性土N=8ないし10を境界として杭の水平

変位の比率が75％程度に収束している. したがって，

レベル2相当の大規模地震動に対しては，複合地盤

の耐震効果が発揮される基底地盤条件は, 概ね砂質

土N=15以上，粘性土N=8～10以上を設定することが

妥当と考えられる. 
 
５．まとめ 
 
 杭周辺に複合地盤を形成する工法において, 同工

法の耐震設計法の確立に向け一連の解析を実施した. 
実現場をモデルに複合地盤の基底条件を変化させた

地震時保有水平耐力法および2次元静的・動的非線

形有限要素法解析から概ね以下の知見が得られた.  
1)地震時保有水平耐力法の適応可能な複合地盤の基

底条件は, 概ね砂質土でN値=15以上, 粘性土でN値
=8以上である . 

2)2次元動的非線形有限要素法解析から, 杭周辺に複

合地盤を形成することで反力効果が発揮され, 杭

図-9 自然地盤内の杭挙動 (レベル 2 地震時) 
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図-10 複合地盤内の杭挙動 (レベル 2 地震時) 
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図-11 最大水平変位の比率(レベル 1 地震動) 
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の耐震性が向上することが確認された. 本解析で

は杭変位は, レベル1地震動で70％程度, レベル2地
震動では75～85％程度減少した.  

3)2次元動的非線形有限要素法解析から, 杭の最大変

位に注目した耐震性向上の複合地盤の基底条件は, 
概ね砂質土でN値=15以上, 粘性土でN値=8～10程
度と考えられた.  
本解析成果および今後のデータ補完により, 複合

地盤杭基礎工法を行政支援のための基礎の一工法と

して, 耐震設計法の確立に資する考えである.  
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Seismic Performance Evaluation at Composite Ground Boundaries 
 

   In order to establish a seismic design method, an analytical study was conducted on the influence of 
boundary conditions at the base of composite ground formed around piles to increase their horizontal 
resistance in soft ground.  The results of a series of two-dimensional nonlinear finite element analysis 
confirmed that pile displacement was reduced by 25 to 30% and seismic performance was improved 
under Level 1 and 2 seismic motion due to the constraint effect of composite ground around piles (similar 
to the results of static loading).  While the basic depth for improvement in composite ground is the 
characteristic pile length (1/β), it was verified that an N value of 15 or larger for sandy soil and 8 to 10 
for cohesive soil was necessary as a base condition for composite ground to ensure the adaptability of the 
ultimate earthquake resistance method and the mitigation of pile deformation during earthquakes. 


